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本研究では，相乗り通勤行動を考慮したボトルネックモデルを構築する．そして，相乗りサービス提供企業
の規模の経済を明示的に考慮したうえで，その企業が独占的な行動をするケース，運賃が限界費用／平均費用
の水準に規制されるケースの各々について，均衡状態の性質を調べる．その結果から，相乗り運賃の規制の有
無・種類が均衡状態における相乗り利用者数，通勤費用に与える影響を明らかにする．
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1. はじめに

近年，情報化の進展やスマートフォンの普及により，
“相乗り”が新たな通勤交通手段として注目されるよう
になっている1)．これは，相乗り (i.e., 複数人による自
動車の共有) による交通需要の抑制により，ピーク時の
交通渋滞が大幅に緩和されると期待されるためである．
それゆえ，ピーク時の交通渋滞を表現できるボトルネッ
クモデル2), 3), 4), 5)を拡張することで，相乗り通勤行動
の影響を分析した理論研究が蓄積されるようになって
いる (e.g., Huang 6), Qian and Zhang 7), Xiao et al. 8),

Ma and Zhang 9), Yu et al. 10))1．
これらの既存研究では，相乗り通勤による交通需要
の抑制 (i.e., 相乗り利用者の増加による，自動車台数の
減少) 効果に注目していることから，それ以外の相乗り
通勤に関する設定は簡略化されている．実際，これら
の全てにおいて，「相乗り自体の利便性は，その利用者
数に依存しない」と仮定されている．しかし，大規模
な “相乗り”と捉えることのできる鉄道・バスなどの公
共交通の利便性 (e.g., 運賃，運行頻度) は，その利用者
数に強く依存することが知られている．より具体的に
は，利用者数が多いほど，その利便性が高まる傾向が
確認されている．
公共交通の利便性が利用者数に強く依存する本質的
な要因の一つに，“規模の経済”が挙げられる．公共交
通サービスの供給／利便性向上に必要となる運行費用
の多くは，(利用者数に依存して変化する可変費用では

1 これらの研究の他にも，Yang and Huang 11), Xu et al. 12) な
ど，ボトルネックモデルではないものの，相乗り通勤行動と関
連した研究が蓄積されている．

なく)利用者数に依存しない固定費用である．したがっ
て，公共交通部門では，「利用者数が増えるほど一人当
たりの運行費用が低下する」という規模の経済が強く
働く．
本研究で注目する相乗りサービスも，既存の公共交
通と同様，その供給／利便性向上には，車両・ドライ
バーの確保，利用者のマッチングのためのシステム開
発等の固定的な費用が莫大にかかることが想定される．
さらに，Tabuchi 13), 野田・高山 14)で明らかにされて
いるように，規模の経済の存在は，均衡状態の特徴や，
望ましい都市交通政策に本質的な影響を与える．した
がって，既存研究で得られた知見は，「相乗りの利便性
は，利用者数に依存しない」という仮定に強く依存し
ている可能性が高い．相乗り通勤を活用した適切な都
市交通政策を立案・実施するためには，その仮定を緩
和した研究蓄積が不可欠であろう．
この方向の研究を進めるためには，莫大な固定費用
が必要となる産業の特徴を踏まえた分析が必要となる．
その際，特に重要だと考えられるのが，これらの産業
部門では規模の経済が働くため，市場競争に任せると
自然独占状態になるという特徴である．この場合，一
般には特定の企業に独占を許すと同時に，その価格を
平均費用 (i.e., 限界費用 +固定費用 /利用者数) の水
準に規制する政策が取られる (cf. 神取 15))2．したがっ
て，相乗り通勤行動の影響を分析するには，そのサー
ビスを供給する企業が市場を独占することを前提とし

2 これは次のような理由からである: 独占を許さない場合，企業ご
とに多くの固定費用を要する非効率な状態が生じてしまう (i.e.,
規模の経済性を活かせない); 価格を限界費用に規制すると，企
業の利潤が必ず負になる (i.e., 企業の赤字を強いる)．
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図–1 都市空間の設定

た枠組みや，価格規制の影響の把握が重要となる．
以上の背景に鑑み，本研究では，相乗り通勤行動を考
慮したボトルネックモデルを構築する．そして，相乗
りサービス提供企業への価格規制が，通勤ピーク時の交
通渋滞に与える影響を調べる．より具体的には，次の
3種類の状況の均衡状態を比較する: 相乗り運賃に規制
がない (独占企業が運賃を設定する) 場合，運賃が平均
費用に規制される場合，(社会的により望ましいと考え
られる) 運賃が限界費用に規制される場合．その結果，
平均費用価格規制の導入は，必ずしも通勤時の交通渋
滞を緩和させるわけではないことが明らかにされる．
本稿の構成は，以下の通りである．2章では，相乗り
通勤行動を考慮したボトルネックモデルを開発したう
えで，均衡条件を定式化する．3章では，上記の 3つの
状況毎の均衡状態の特性を分析する．4章では，3章で
得られた結果を比較し，相乗り運賃の規制の有無・種
類が都市交通に与える影響を検証する．最後に，5章で
結論を述べる．

2. 出発時刻・通勤手段選択モデル

本章では，標準的なボトルネックモデルに通勤者の
相乗り通勤行動を導入したモデルを構築する．

(1) 都市空間の設定
単一の住宅地とCBDが道路で結ばれる都市を考える

(図-1)．通勤者は全て均質であり，総数は固定的に N

である．各通勤者は，同一の始業時刻 t∗の下で，CBD

の到着時刻 t ∈ Rと，通勤手段を選択する3．本研究は，
この通勤手段として，単独通勤 (solo drive) と 2名で
の相乗り通勤 (carpool) を考える (以降，下付き添え字
sは単独，pは相乗りを指す)4．各手段の通勤者数は，
各々，Ns, Np と表す．
道路には，CBDの直前に容量 µのボトルネックが存
在する．このボトルネックのサービスは，first-in-first-

out (FIFO) 原則を満足し，待ち行列は標準的なボトル
ネックモデルと同様の point queue モデルにより表現
できると仮定する．したがって，通勤者の住宅地から

3 本研究では，通勤者は住宅地の出発時刻ではなく，CBD への
到着時刻を選択する問題を考えている．これは以降の解析を明
快にするためのものであり，結果に影響を与えるものではない．
実際，FIFOサービスの下では，CBD到着時刻と住宅地からの
出発時刻は一対一対応する．

4 本研究では，以降の解析結果を明快に示すために，相乗りの人
数を 2 名であると仮定している．なお，この相乗り人数を一般
化しても，以降の定性的な結果は変わらない．

CBDまでの所要時間 T (t)は，その移動時間 T0とボト
ルネックでの渋滞待ち時間 q(t)の和で与えられる．た
だし，移動時間 T0の水準は以降の分析結果に何ら影響
を与えないため，表記を簡略化するために T0 = 0と設
定する．

(2) 通勤者の行動
通勤者は，通勤費用が最小となる交通手段 k ∈ {s, p},

CBD到着時刻 t ∈ R を選択する．そこで，本節では，
単独通勤・相乗り通勤に関する設定を順に説明する．
単独通勤者の通勤費用 cs(t)は，CBD到着時刻 tに
応じて定まる所要時間費用 αq(t) とスケジュールコス
ト η(t)に加え，通勤のために自動車を保有・使用する
ための費用 Ccar から構成される:

cs(t) = αq(t) + η(t) + Ccar, (1a)

η(t) =

 β(t∗ − t) if t ≤ t∗,

γ(t− t∗) if t ≥ t∗.
(1b)

ここで，αは所要時間 1単位当たりの費用，β, γ は早着・
遅刻時間 1単位当たりの費用を表す．本研究では，標準
的な出発時刻選択モデルに関する研究と同様，FIFO原
則を満足する均衡状態の存在を保証するために，α > β

と仮定する．
相乗り通勤者の通勤費用 cp(t)は，単独通勤者と同じ
所要時間費用 αq(t)とスケジュールコスト η(t)に加え，
相乗りをするための運賃 P と金銭以外の費用 θ(Np)か
ら構成される:

cp(t) = αq(t) + η(t) + P + θ(Np). (2)

ここで，θ(Np)は相乗り需要の増加に伴う混雑外部性
(e.g., 時間的・心理的な負担の増加) を表現する項であ
り，相乗り利用者数Npの単調増加・凸関数であると仮
定する．

(3) 相乗りサービス提供企業の行動
本稿では，通勤者に相乗りでCBDへの移動サービス
を供給する企業を考える．この企業は，以下のように
定義される利潤 πに応じて運賃 P を設定する:5

π = PNp − cNp − F. (3)

ここで，cは限界費用，F は固定費用を表す．
利潤 π の定義から明らかなように，本モデルでは，
相乗りサービスの供給に規模の経済が働く．したがっ
て，1章でも議論したように，相乗りサービス部門は市
場競争に任せると独占状態となる．また，このとき，限
界費用の水準に価格を規制することが社会的には望ま

5 本研究では，相乗り利用者が自動車を運転する状況は明示的に
は考えていない．ただし，本研究の簡単な拡張により，その状
況 (e.g., Yu et al. 10) の設定) を表現することができる．
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しい6一方で，事業者に赤字を生じさせるなどの欠点が
あることから，平均費用の水準に価格を規制する政策
が一般的に採用される．
本研究では，企業への価格規制の有無・種類が均衡
状態に与える影響を調べるために，次の 3種類の状況
を考える:

独占: 運賃は企業が独占下で設定する．
限界費用価格規制: 運賃が限界費用と等しい水準とな

るよう規制される．
平均費用価格規制: 運賃が平均費用と等しい水準とな

るよう規制される (i.e., 企業の利潤がゼロとなる)．
各々の状況の，より具体的な内容は以下に示す通り．
a) 独占
まず，相乗りサービス提供企業が独占下で運賃 P を
設定する状況を考える．このとき，企業は，P の水準
に応じた相乗り通勤需要 Np(P ) を見越して行動する．
すなわち，P は，利潤最大化問題の一階条件から得ら
れる次の関係を満たす (i.e., 企業の利潤を最大化する)

水準に設定される:

Np(P ) + (P − c)
dNp(P )

dP
= 0. (4a)

b) 限界費用価格規制
次に，限界費用価格規制が導入されている場合，運
賃 P は限界費用と一致した水準に設定される:

P = c. (4b)

c) 平均費用価格規制
最後に，平均費用価格規制が導入されている状況を
考える．この場合，運賃 P は事業者の平均費用と等し
い水準に設定される:

P = c+
F

Np
. (4c)

したがって，相乗り利用者が増えるほど運賃が低下する．

(4) 均衡条件の定式化
本モデルでは，Tabuchi 13), Huang et al. 16), Wu and

Huang 17) などと同様，通勤者の CBD到着時刻と通勤
手段に関する選択は，次の 2段階に分けられると考え
る: 通勤者は，まず利用する交通機関を決定し (第 1段
階)，次に CBD到着時刻を選択する (第 2段階)．
この場合，均衡状態は，第 2階層から後ろ向きに解
くことで得ることができる．すなわち，まず通勤者が
利用する通勤手段 (手段別の通勤者数 Ns, Np) を与件
としたうえで，単独・相乗り通勤者のCBD到着時刻選
択に関する均衡条件を解く．そして，第 2段階の均衡
状態における手段別の通勤費用 c∗s, c

∗
p を与件としたう

6 本研究では，相乗りに関する混雑外部性を考慮しているため，限
界費用価格規制下の均衡状態は，社会的最適状態と一致しない．

えで，通勤者の通勤手段選択に関する均衡条件を解き，
第 1段階の均衡状態 N∗

s , N
∗
p を得る．

本稿では，上述の第 1, 2段階の均衡状態を，各々，通
勤手段選択均衡状態・出発時刻選択均衡状態と呼ぶ．以
降の章で，それらの均衡状態の特性を調べる準備とし
て，本章では，各段階の均衡状態を定義する条件を定
式化する．
a) 出発時刻選択均衡条件
前述したとおり，通勤者は，通勤手段が定まっている
との前提の下でCBD到着時刻 tを選択する．したがっ
て，出発時刻選択均衡状態は，単独・相乗り通勤者数
(以降，通勤手段分布と呼ぶ) N = (Ns, Np)を与件とし
たうえで決定される．この均衡状態が満たす均衡条件
は，標準的な出発時刻選択モデルの均衡条件と一致す
る．より具体的には，この均衡条件は以下に示す条件
で与えられる: c∗k = ck(t) if nk(t) > 0

c∗k ≤ ck(t) if nk(t) = 0
∀k ∈ {s, p}, (5a)

 nc(t) + np(t)/2 = µ if q(t) > 0,

nc(t) + np(t)/2 ≤ µ if q(t) = 0,
(5b)

∫ ∞

−∞
nk(t)dt = Nk ∀k ∈ {s, p}. (5c)

ここで，nc(t)+np(t)/2は時刻 tにCBDに到着する車
両数を表す．これは，本研究では相乗りを 2名で行う
と仮定しているためである．
条件 (5a)は，CBD到着時刻選択の無裁定条件を表し
ている．すなわち，この条件は，均衡状態ではどの通
勤者も自らのCBD到着時刻を変更するインセンティブ
を持たないことを意味している．条件 (5b)は，ボトル
ネックの容量制約である．この条件は，時刻 tにおいて
ボトルネックに渋滞が発生している場合，その時刻の
ボトルネック流出車両数は容量 µに等しく，渋滞が発
生していない時刻の流出車両数は µ以下であることを
示している．条件 (5c)は通勤者の人口保存則である．
ここで，出発時刻選択均衡状態の一意性について議論
しておこう．通勤者に関する均衡条件は，標準的な出発
時刻選択モデルと一致する．したがって，Daganzo18),

Lindsey19) で示されているように，出発時刻選択均衡
状態は一意に定まる．さらに，均衡条件 (5)より，均衡
通勤費用 c∗s, c

∗
p は以下で与えられる (導出過程は，付

録 I参照):

c∗s =
δ

µ

(
Ns +

1

2
Np

)
+ Ccar, (6a)

c∗p =
δ

µ

(
Ns +

1

2
Np

)
+ θ(Np) + P. (6b)

ここで，Ns +
1
2Npは総通勤車両数を表し, δ ≡ βγ

β+γ で
ある．

3

第 63 回土木計画学研究発表会・講演集



(6)より，均衡通勤費用 c∗s, c
∗
pは総通勤車両数の単調

増加関数であることから，ピーク時の交通渋滞外部性
が反映されていることがわかる．また，相乗りサービ
ス提供企業への運賃規制の種類は，出発時刻選択均衡
状態に直接的には影響を与えないことも確認できる．
b) 通勤手段選択均衡条件
通勤者の手段選択は，出発時刻選択均衡状態におけ
る通勤費用 c∗s, c

∗
p に基づき行われる．したがって，こ

の均衡条件は，次で与えられる: c∗ = c∗k if Nk > 0

c∗ ≤ c∗k if Nk = 0
∀k ∈ {s, p}, (7a)

Ns +Np = N. (7b)

均衡条件 (7a)は，次の関係を表す，通勤手段選択均衡
条件である: 単独・相乗り通勤が両方利用される場合，
両手段の通勤費用は等しい; どちらかの片方の手段のみ
が利用される場合，利用される手段の通勤費用の方が，
もう一方より低い．条件 (7b)は通勤者数の保存則を示
している．
本研究では，相乗りサービスの規模の経済を考慮し
ているため，通勤手段選択均衡条件 (7)を満足する均衡
状態が複数存在しうる．そこで，ここでは均衡状態の
一意性・安定性を調べる準備として，構築したモデル
にポテンシャル関数 f(N)が存在することを示そう．
人口保存則 (7b) を満たす任意の N に対して関数

f(N) が次の条件を満たせば，その関数はポテンシャ
ル関数である:

∂f(N)

∂Ns
− ∂f(N)

∂Np
= −c∗s + c∗p. (8)

ここで，(4), (6)より，c∗s, c
∗
p は明らかに積分可能であ

る．したがって，本稿で構築したモデルには，上の条
件を満たすポテンシャル関数が存在する．
以上を踏まえて，均衡状態の一意性・安定性を調べる．

Sandholm20), 21)に示されているように，ポテンシャル
関数が存在する場合，その均衡状態は次の最適化問題の
Karush-Kuhn-Tucker (KKT) 条件を満たすN∗の集合
と一致する:

max
N

f(N) (9a)

s.t. Ns +Np = N, Ns ≥ 0, Np ≥ 0. (9b)

この事実は，上記の問題のKKT条件が，均衡条件 (7)

と一致することから容易に確認できる．
次に，前述の性質を利用して，本モデルの均衡状態
が必ずしも一意ではないことを確認しておこう．均衡
状態が一意であることは，ポテンシャル関数が単峰で
あることと対応している．しかし，(4)で示した運賃水
準によっては，ポテンシャル関数の Hessian行列は負
定値とは限らず，さらに正定値にもなりうる．これは

ポテンシャル関数が必ずしも単峰とはならないことを
意味していることから，均衡状態が必ずしも一意では
ないことがわかる．
以上より，均衡状態N∗ が複数存在しうることが確
認できた．そこで，均衡選択のために，Sandholm 20)の
知見を利用して，均衡状態の局所的安定性を調べる方
法を示しておこう．ポテンシャル関数が存在する場合，
安定・不安定均衡状態は次の性質を有する:

ポテンシャル関数を局所的に最大化する均衡
状態N∗ は，幅広い調整ダイナミクスの下で
(局所的に) 安定であり，それ以外の均衡状態
は不安定である．

ここからは，この性質を利用して，相乗りサービス提
供企業への価格規制の種類毎に均衡状態の特性分析を
行う．

3. 通勤手段選択均衡状態の特性分析

本章では，独占・限界費用価格規制・平均費用価格規
制下での通勤手段選択均衡状態の特性を分析する．

(1) 独占
本節では，独占下における均衡状態を分析する．こ
のとき，相乗りサービス提供企業は，2章 (3)節 a)で
示したように，利潤を最大化する運賃 P を決定する．
その結果として定まる相乗り通勤者数Nm∗

p ，運賃 Pm∗

は一意であり，以下のようになる (証明は付録 IIを参
照):

Nm∗
p = θ−1

(
∆C −Nm∗

p θ′(Nm∗
p )

)
. (10)

Pm∗ = c+ θ′(Nm∗
p )Nm∗

p . (11)

ここで，θ−1(·)は θ(·)の逆関数, ∆C ≡ Ccar−cである．

(2) 限界費用価格規制
次に，限界費用価格規制下での均衡状態の分析を行
う．このとき，相乗りサービス提供企業は，限界費用
の水準に運賃を設定する必要がある (i.e., PMC∗ = c)．
この関係と (6), (7)より，限界費用での相乗り均衡通勤
者数NMC∗

p は一意に定まり，以下のように与えられる:

NMC∗
p = θ−1 (∆C) . (12)

(3) 平均費用価格規制
最後に，平均費用価格規制下における均衡状態の分析
を行う．このとき，相乗りサービス提供企業は，平均費
用の水準に運賃を設定することを強いられる (PAC∗ =

c+ F
Np

)．通勤手段選択均衡条件 (7)と PAC∗より，均
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衡状態での相乗り通勤者数NAC∗
p は次の条件を満たす：

NAC∗
p = θ−1

(
∆C − F

NAC∗
p

)
. (13)

θ(·)が単調増加関数 (i.e., θ−1(·)も単調増加関数) で
あることを利用すると，条件 (13)を満たす NAC∗

p は，
最大で次の条件を満たす 3種類存在することがわかる:

NAC∗
p1 > NAC∗

p2 > NAC∗
p3 = 0. (14)

そこで，その安定性を確認するために，ポテンシャル
関数 f(N)を示しておこう:

f(N) = −CcarNs +

∫ Np

0

θ(x)dx+ cNp + F lnNp.

(15)

このとき，次の条件を満たす NAC∗
p が安定均衡状態と

なる:
∂2f(NAC∗

p , N −NAC∗
p )

∂NAC∗
p

2 < 0. (16)

すなわち，ポテンシャル関数 f(NAC∗
p , N −NAC∗

p )を
局所的に最大化する NAC∗

p ∈ [0, N ]が安定均衡状態で
ある．
この条件と均衡状態がポテンシャル関数最大化問題
のKKT条件を満たすことを利用すると，NAC∗

p1 , NAC∗
p3

は安定均衡状態，NAC∗
p2 は不安定均衡状態であること

がわかる．これは，KKT条件を満たすNpが 3種類存
在する場合，ポテンシャル関数を極大化するのは必ず
両端の 2種類のみとなるためである．

4. 通勤手段選択均衡状態の比較
本章では，前章で得られた均衡状態における相乗り
通勤者数と均衡通勤費用を用いて，価格規制の有無・種
類がピーク時の交通渋滞に与える影響を考察する．

(1) 通勤者分布の比較
最初に，次の条件を満たす均衡状態における相乗り
利用者数Np を比較する．

� 独占
Nm∗

p = θ−1
(
∆C −Nm∗

p θ′(Nm∗
p )

)
. (17)

� 限界費用価格規制
NMC∗

p = θ−1(∆C). (18)

� 平均費用価格規制
NAC∗

p = θ−1

(
∆C − F

NAC∗
p

)
. (19)

その結果は，以下の通りとなる (証明は付録 IIIを参
照):

NMC∗
p ≥ NAC∗

p1 ≥ Nm∗
p ≥ NAC∗

p2 ≥ NAC∗
p3 = 0. (20)

この結果は，均衡状態における相乗り利用者数は，限
界費用価格規制導入時が最も多く，平均費用価格規制

時の安定均衡状態の一つ NAC∗
p3 が最も少ないことを示

している．さらに，規制が導入されず，企業が独占的
に行動する場合の相乗り利用者数Nm∗

p は，平均費用価
格規制時の安定均衡状態 NAC∗

p1 より少なく，不安定均
衡状態NAC∗

p2 より多い．
以上より，次の重要な性質が確認できる．相乗りサー
ビスが供給されていない状況 (i.e., Np = 0) を初期状態
として，平均費用価格規制を導入したまま企業を参入
させると，実現する安定均衡状態は NAC∗

p3 となる．こ
れは，誰も利用していない状態で平均費用価格規制を
導入すると運賃が高額にならざるを得ず，その結果と
して相乗りする動機が生じなくなるためである．一方，
価格規制を導入しない (i.e., 企業に独占的行動を許す)

状況で実現する均衡状態は Nm∗
p である．したがって，

Np = 0が初期状態の場合，平均費用価格規制を導入す
るよりも，企業が独占的行動をした方が相乗り利用者
が多くなる．これは，企業が利潤を増やすには，平均
費用価格規制よりも運賃水準を低く設定し，相乗り利
用を促進する必要があるためである．
さらに，(20)は，次の性質も示している: 価格規制
を導入しない状況下での均衡状態Nm∗

p を初期状態とし
て平均費用価格規制を導入すると，相乗り利用者が増
加した状態 NAC∗

p1 が実現する．これは，平均費用価格
規制導入時に初期状態がNAC∗

p2 より大きい [resp. 小さ
い] と，状態がNAC∗

p1 [resp. NAC∗
p3 ]に変化することが，

進化ゲーム理論の知見から示されるためである．
以上の結果は，限界費用価格規制の導入が現実的で
はないとの想定で，今後，相乗り利用者を増加させる
には，次の方策が有効である可能性があることを示し
ている: (1) 最初は価格規制を導入せず，企業に独占的
行動を許すことで Nm∗

p を実現する; (2) その後，平均
費用価格規制を導入しNAC∗

p1 を達成する．

(2) 均衡通勤費用の比較
次に，均衡通勤費用の比較を行う．(6a), (7)と各均
衡状態の相乗り通勤者数を用いると，均衡通勤費用は
以下で与えられる:

c∗ =

(
N − 1

2
N∗

p

)
δ

µ
+ Ccar. (21)

この関係から，均衡通勤費用は，相乗り利用者数が多
いほど低いことがわかる．これは，相乗り利用者の増
加が通勤ピーク時の交通渋滞を緩和させるためである．
この性質と前節で得られた相乗り通勤者数の関係 (20)

より，価格規制の有無・種類毎の均衡通勤費用には，次
の関係があることがわかる:

cMC∗ ≤ cAC∗
1 ≤ cm∗ ≤ cAC∗

2 ≤ cAC∗
3 . (22)

ここで，cAC∗
i は，平均費用価格規制の下で相乗り通勤

者数が NAC∗
pi となる場合の均衡通勤費用を表す．この
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図–2 相乗り通勤者数の大小関係（数値解析例）

結果から，限界費用価格規制が通勤費用を最も低くさ
せる一方で，平均費用価格規制下の通勤費用は，独占
下より高くなる可能性があることが確認できる．

(3) 数値解析例
本章では，数値解析により前章までの解析結果の特
徴を具体的に確認する．本解析では，θ(Np)を次の 2次
関数で与えた:

θ(Np) = N2
p . (23)

また，パラメータは，以下の値に設定した:

F = 10000, Ccar = 2500, c = 1000, N = 55. (24)

なお，前節までに示したように，α, β, γ は，相乗り利
用者数に影響を与えない．
各均衡状態の相乗り通勤者数は図-2に示すとおりで
ある．これらの結果より，各均衡状態の相乗り通勤者数
の大小関係は (20)の結果と一致することが確認できる．

5. おわりに
本研究では，標準的なボトルネックモデルを拡張す
ることで，相乗り通勤行動を考慮した出発時刻・通勤手
段選択モデルを構築した．そして，ポテンシャルゲー
ムの性質を利用することで，価格規制の有無・種類が均
衡状態に与える影響を理論的に調べた．その結果，次
の結果が示された: (1) 相乗りサービス提供企業に独占
を許した方が，平均費用価格規制を導入するより，相
乗り利用者が多く，通勤費用が低くなる可能性がある;

(2) 相乗り利用者を増やす方策として，一度，企業に独
占的行動を許した後，平均費用価格規制を導入するこ
とが考えられる．
本稿では，単独・相乗りの複数交通機関を扱い，相乗
り通勤における規模の経済を考慮した出勤者選択行動
を分析する枠組みの基礎構築を大きな目的の一つとし

た．そのため，交通手段は単独・相乗り通勤の 2種類
のみであり，相乗りは 2名で行うと仮定したうえで均
衡状態の特性分析を行った．今後は，これらの仮定の
緩和や，社会的最適状態を達成するための方策とその
効果を検証していく必要がある．その内容・結果につ
いては，発表時に追加で報告する予定である．

付録 I. 均衡通勤費用の証明

標準的なボトルネックモデルを用いた研究で示され
ているように，出発時刻選択均衡条件を満たす車両台
数 ns(t) + np(t)/2は，次の条件を満足する:

ns(t) + np(t)/2 =

 µ if t ∈ [tE, tL]

0 otherwise.
(I.1)

ここで，tE, tLは，各々，通勤者が CBDに到着する最
も早い・遅い時刻であり，均衡条件から，以下で与えら
れる:

tE = t∗ − γ

(β + γ)µ

(
Ns +

Np

2

)
(I.2a)

tE = t∗ +
β

(β + γ)µ

(
Ns +

Np

2

)
(I.2b)

ここで，相乗り利用者は，全員 2名で乗車すると仮定
しているため，Ns +Np/2は総車両台数を表す．
均衡状態における通勤費用 c∗s, c

∗
p が次の条件を満足

することを利用すると，(6)が得られる．
c∗s = cs(t

E) = cs(t
L)

= η(tE) + Ccar, (I.3a)

c∗p = cp(t
E) = cp(t

L)

= η(tE) + P + θ(Np). (I.3b)

付録 II. 独占下の均衡通勤費用の導出

企業の利潤最大化問題を解き，利潤が最大となる価
格 P を求める．通勤手段選択均衡状態において，各均
衡通勤費用が等しいならば，次の関係が成立する:

Np = θ−1(Ccar − P ). (II.1)

この需要関数を利潤関数 (3)に代入すると，
π = (P − c)θ−1(Ccar − P )− F. (II.2)

この利潤最大化の一階条件 dπ/dP = 0より，次の関
係が与えられる:

Np − (P − c)
1

θ′(Np)
= 0. (II.3)

したがって，(II.1), (II.3)より，運賃 Pm∗ が以下の通
り求まる:

Pm∗ = c+ θ′(Np)Np. (II.4)
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得られた運賃と均衡条件により，相乗りサービス利
用者数Nm∗

p が次の条件を満たすことがわかる:

Nm∗
p = θ−1

(
Ccar − c−Npθ

′(Np)
)
. (II.5)

付録 III. 相乗り通勤者数の大小関係の証明

通勤手段選択均衡状態における相乗り通勤者数の大
小関係を比較する．まず，(10), (12)より，独占と限界
費用価格規制下での相乗り通勤者数は，次の関係を満
たす:

NM∗
p −Nm∗

p = θ−1(∆C)− θ−1
(
∆C −Nm∗

p θ′(Nm∗
p )

)
≥ 0. (III.1)

これは，θ−1(·)が単調増加関数であるためである．した
がって，NMC∗

p ≥ Nm∗
p ，すなわち，限界費用価格規制

での相乗り利用者数は，独占下より多いことがわかる．
次に，(12), (13)より，限界費用価格規制と平均費用
価格規制下での相乗り利用者数の関係が得られる:

NMC∗
p −NAC∗

p = θ−1(∆C)− θ−1

(
∆C − F

NAC∗
p

)
≥ 0. (III.2)

したがって，NMC∗
p ≥ NAC∗

p となることが確認できる．
最後に，独占・平均費用価格規制下での相乗り利用者
数の大小関係を整理する．独占下の均衡状態では，企
業の利潤が非負であると仮定する (∵ 利潤が負であれ
ば，企業が撤退するため):

π = PNm∗
p − cNm∗

p − F ≥ 0 (III.3)

また，(11)より，P = c+Nm∗
p θ′(Nm∗

p ) となることか
ら，(III.3)は以下のように書き換えられる:

Nm∗
p θ′(Nm∗

p )− F

Nm∗
p

≥ 0. (III.4)

したがって，独占下での相乗り利用者数は次の条件を
満たす:

Nm∗
p = θ−1

(
∆C −Nm∗

p θ′(Nm∗
p )

)
≤ θ−1

(
∆C − F

Nm∗
p

)
(III.5)

この関係は，図 3からも確認できるように，NAC∗
p2 ≤

Nm∗
p ≤ NAC∗

p1 が成立することを意味している．
以上の結果をまとめると，(20)が得られる．
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